
１．課題と目的

従来の途上国研究や農業経済研究では，国・地域レベ

ルでの食料不足やフードセキュリティ１）の問題が頻繁に取

り上げられてきた．さらに近年では，マクロレベルから

よりミクロな世帯レベルでのフードセキュリティあるい

は栄養摂取状況に関して，社会科学的な視点から分析さ

れるようになってきた．

また，フードセキュリティの指標として，食料消費支

出額やカロリー摂取量などの客観的指標から，食料充足

度（food adequacy）などの主観的指標が重視されるよう

になってきた（Maxwell１９９６；Webb et al.２００６）．しかし

管見の限り，主観的指標を用いて個人レベルのフードセ

キュリティの水準を規定する社会経済的要因について分

析した研究は極めて限られている．

そこで本稿では，インドネシアを事例として，個人レ

ベルの食料充足度を規定する要因を定量的に明らかにす

ることを目的とする．

２．先行研究の整理と仮説の設定

貧困世帯の食料・栄養摂取状況に関する先行研究によっ

て，フードセキュリティの水準が低い世帯は概ね次のよ

うな条件下にある世帯であると指摘されている．

①世帯の所得水準が低い（Farrow et al.２００５；細田ほか

２００６；Iram and Butt２００４；Levin et al.１９９９；Rose et al.

２００２），あるいは資産額が低い（Bhatta et al.２００８；佐藤・

石田 ２００８）．②相対的な経済的地位が低い（Fafchamps

et al.２００８）．③家族員数に占める被扶養者比率が高い，あ

るいは家族員数が多い（Bhatta et al.２００８；細田ほか

２００６；Iram and Butt２００４；石田ほか２００６；Levin et al.

１９９９；Mahmood et al.１９９１；Rhoe et al.２００８；Rose et

al.２００２；佐藤・石田２００８）．④ソーシャル・キャピタル

の水準が低い（細田ほか２００６；石田ほか２００６；佐藤・石

田２００８）．⑤都市部からより遠方に居住している，あるい

は同国内でも経済社会状況の違いによって地域差がある

（Amarasinghe et al.２００５；Farrow et al.２００５）．さらにイ

ンドネシアでは，⑥１９９８年に導入された政府プログラム

の RASKIN（Beras Miskin＜貧困世帯に対する米価補助制

度＞）が低価格米の配分方法や対象世帯の選定などで様々

な問題を抱えている（BULOG２０１０；Wiendiyati２０１０）．

そこで本稿では，これらの先行研究で指摘されている

要因とデータの制約を勘案したうえで，個人の食料充足
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度についての諸仮説を次のように設定する．

仮説１：個人の基本属性（性別，年齢，教育水準）の違

いによって食料充足度に差がある．

仮説２：上位階層に属する世帯の者ほど食料充足度は高

い．

仮説３：被扶養者比率が低い世帯の者ほど食料充足度は

高い．

仮説４：ソーシャル・キャピタルの代理変数として用い

る「相互扶助」または「ネットワーク」の水準２）が高い者

ほど食料充足度は高い．

仮説５：家計状況などから RASKINプログラムの対象に

なりながら，同プログラムの恩恵を享受していない世帯

の者は食料充足度が低い．

仮説６：インドネシアでは地域間の経済格差が大きいた

め，居住地域によって食料充足度に差がある．

３．使用するデータと分析方法

（１）使用するデータ

本稿では，RANDが２００７年から２００８年にかけて実施

した The fourth wave of the Indonesia Family Life Survey

（IFLS４）の個票データを用いる．標本数は１３，５３５世帯

（１９９３年から１９９４年にかけて実施された IFLS１で無作為

抽出された世帯の９３．６％と，その分離世帯である７，１０７

世帯）の４４，１０３人である．ところで，インドネシアの行

政組織は中央政府―３３の州（Provinsi）―県（Kabu-

paten）と市（Kota）―郡（kecamatan）から構成されてい

る．本稿で用いる IFLS４の調査対象地は，遠隔地あるい

は治安状況の良くない１４州（調査当時）を含んでいない．

また，同様の理由で人口数に比してサンプル数が極端に

少ない９州（アチェ州，リアウ州，バンカ・ブリトゥン

州，リアウ諸島州，西カリマンタン州，中部カリマンタ

ン州，東カリマンタン州，北スラウェシ州，西スラウェ

シ州）のサンプルについても，本稿では分析の対象外と

する．これらの手順を踏まえたうえで，分析対象は必要

なすべてのデータが得られた２０，５０５人とする．

（２）分析方法

本稿では，食料充足度の規定要因を検討するために，１５

歳以上のすべての世帯員を調査対象とした「あなたの食

料消費について，どれが当てはまりますか（Concerning

your food consumption, which of the following is true？）」

という質問の回答結果を用いる．この質問の回答方法は

順序付けが可能な３段階の選択肢―「必要以上である（It

is more than adequate for my needs．）」「ちょうど十分で

ある（It is just adequate for my needs．）」「不十分である

（It is less than adequate for my needs．）」―であることか

ら，「食料充足度（高い＝３～低い＝１）」を従属変数とし

て順序ロジットモデルを用いて分析を行う．独立変数に

は，多重共線性がないことを確認したうえで３），つぎの諸

変数を用いる．個人の属性として「年齢（歳）」，「性別ダ

ミー（女性＝１，男性＝０）」，「教育水準（最終学歴）ダ

ミー：小学校，中学校，高校，大学（それぞれ該当する

場合＝１，非該当の場合＝０）」，「階層帰属意識の変化（５年

前と比べて階層帰属意識が高くなった＝５～低くなった＝

－５）」，ソーシャル・キャピタルの代理変数として「ネッ

トワークダミー（過去１年間にアリサン（Arisan＜講＞）

に参加した＝１，参加していない＝０）」と「相互扶助の水

準（相互扶助の程度が高い＝４～低い＝１）」を使用する．

ここで，インドネシアの伝統的なインフォーマル金融

メカニズムであるアリサンを「金融」ではなく「ネット

ワーク」とした理由について述べておく．過去１年間の

アリサンへの平均出資額は８８４，８８２ルピア（１００ルピア＝

約１円），平均受取額は７７４，０６５ルピアであった．これは，

金融資産を有している人の平均金融資産額（６，３０５，４２３ル

ピア）と比べてかなり少額である４）．また加藤（２００５）に

よると，アリサンは経済的な相互支援だけでなく，情報

収集やコミュニティ活動，社会的ネットワークの形成な

どさまざまな機能を兼ね備えているという．そこで本稿

では，アリサンをソーシャル・キャピタルの「ネットワー

ク」と位置付けて分析を行う．

また，「相互扶助の水準」は「私は村人が困っていたら

積極的に支援する（I am willing to help people in this vil-

lage if they need it．）」という項目に対して「強く同意す

る（strongly agree）」「同意する（agree）」「同意しない

（disagree）」「強く同意しない（strongly disagree）」の４

段階の選択肢から択一された回答結果を用いる．

世帯の属性としては「被扶養者比率（％）」，動産・不

動産資産の代理変数として「金融資産ダミー（預貯金・

株式等の金融資産あり＝１，なし＝０）」と「不動産ダミー

（所有している土地または家屋あり＝１，なし＝０）」，

「RASKINダミー（プログラムの対象世帯でありながら米

価補助制度を利用できなかった＝１，非該当＝０）」を用い

る．

最後に地域ダミーとして，「居住地域ダミー：スラウェ

シ島，スマトラ島，ジャワ島（ジャカルタを除く），首都

ジャカルタ，小スンダ列島（バリ島を含む），ボルネオ島

（それぞれ該当する場合＝１，非該当の場合＝０）」を用い
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る．なお，ボルネオ島はデータの制約から，南カリマン

タン州のみを含んでいる．

４．分析結果と考察

推定結果をみる前に，計測に用いた各変数の平均値を

概観しておく（表１）．

最初に，従属変数である「食料充足度」についてみる

と，充足度が「必要以上である」のは３，０７６人（１５．０％），

「ちょうど十分である」のは１４，８７９人（７２．５％），「不十分

である」のは２，５５０人（１２．４％）であった．平均年齢は

３５．７歳であり，男女比はほぼ等しく，最終学歴は小学校

卒が３６．９％と最も多かった．階層帰属意識の変化につい

ては，５年前と比べて帰属階層が高くなったのは６，７９１人

（３３．１％），変わらないのは１１，０４４人（５３．９％），低くなっ

たのは２，６７０人（１３％）であった．

「相互扶助の水準」については，「村人が困っていたら

積極的に支援する」ことに「強く同意する」のは４，３７７

人（１７．０％），「同意する」のは１６，８８５人（８２．４％），「同

意しない」のは１３１人（０．６％），「強く同意しない」のは

１２人（０．１％）であり，相互扶助の水準は概して高いとい

える．一方，アリサンへの参加は２５．０％であった．

世帯の属性については，「被扶養者比率」の平均は

３１．４％であり，不動産資産を所有している世帯に属する

人は８０．０％であったが，金融資産を有している世帯に属

する人は２７．２％であった．また，RASKINプログラムの

利用資格がありながらも利用できなかった世帯に属する

人は全体の９６４人（４．７％）であった．利用できなかった

理由として，「お金がなかった（have nomoney）」のは２６８

人，「時間がなかった（have no time）」のは７２人，「購入

場所までの距離が遠かった（too far）」のは１７人，「購入

場所に出向けなかった（not able to come）」のは４４人，

「プログラムの食料配給券を持っていなかった（didn’t have

coupon for the program）」のは３７０人，「配給米がなくなっ

た（rice ran out）」のは２０１人である．なお，分析対象世

帯である８，０３３世帯のうち今までに RASKINプログラム

を利用したことのある世帯は４，０４１世帯（５０．３％）であっ

たことから，比較的多くの世帯に普及しているプログラ

ムであるといえる．居住地域はジャワ島とスマトラ島が

７９．３％を占めている．

それでは，表２に示した順序ロジットモデルの推定結

果を用いて，最初にモデルの適合度を確認しておこう．

Wald検定統計量は２，０７９．１～x２（１７）であり「すべての説

明変数が０である」という帰無仮説は１％水準で棄却さ

れた．さらに説明変数は，「スマトラ島」ダミーが５％水

準，その他の変数はすべて１％水準で有意であった．よっ

て，表２に示した計測結果は概ね良好であると判断でき

る．

そこで表２の計測結果を検討することによって，１で設

定した仮説が成立するかどうかを検討していく．

①仮説１：個人の基本属性

分析対象者の「年齢」はマイナスに有意であり，「性別

ダミー」「教育水準ダミー」はプラスに有意であった．ま

た，「教育水準ダミー」の計測結果をより詳細にみると，

「中学校卒ダミー」「高校卒ダミー」「大学卒ダミー」の順

に係数が大きいことから，他の条件を所与としたときに

概して教育水準が高い者ほど食料充足度は高いことが読

み取れる．こうした分析結果を総じてみると，若年者，

表１ 変数の平均値と標準偏差

平均値 標準偏差

従属変数

食料充足度 ２．０２６ ０．５２３

独立変数

＜個人の属性＞

年齢（歳） ３５．６７７ １４．０３８

性別ダミー（女性＝１） ０．４９０ ０．５００

教育水準ダミー

小学校（基準） ０．３６９ ０．００３

中学校 ０．１６３ ０．３６９

高校 ０．２７０ ０．４４４

大学 ０．１０２ ０．３０２

階層帰属意識の変化 ０．２１４ ０．７６６

ソーシャルキャピタル

相互扶助の水準 ３．１６２ ０．３９０

ネットワークダミー ０．２５０ ０．４３３

＜世帯の属性＞

被扶養者比率（％） ３１．４４６ ２０．０５０

動産・不動産資産

金融資産ダミー ０．２７２ ０．４４５

不動産ダミー ０．８００ ０．４００

RASKINダミー ０．０４７ ０．２１３

＜居住地域ダミー＞

スラウェシ島（基準） ０．０４８ ０．００１

スマトラ島 ０．２０７ ０．４０５

ジャワ島 ０．５２１ ０．５００

（ジャカルタを除く）

ジャカルタ ０．０６５ ０．２４６

小スンダ列島 ０．１１２ ０．３１５

（バリ島を含む）

ボルネオ島 ０．０４７ ０．２１１

松本ほか：インドネシアにおける個人レベルの食料充足度に関する考察 ４５



女性，高学歴者ほど食料充足度は高いと推察できる．よっ

て，個人の基本属性によって食料充足度に差があると推

察される（仮説１の成立）．

②仮説２：階層

「金融資産ダミー」「不動産ダミー」の係数はいずれも

有意にプラスであった．このことから，金融資産あるい

は不動産資産を有する上位階層に属する者ほど食料充足

度は高いといえる（仮説２の成立）．

さらに「階層帰属意識の変化」の係数も有意にプラス

であることから，経済成長の恩恵等を享受して相対的に

所得水準が向上したと考える者ほど，食料充足度も高く

なる傾向が明らかとなった．インドネシアでは，近年の

経済成長に伴って都市部を中心に中間層が形成されつつ

あるといわれるが，こうした中間層を中心として食料充

足度が向上している可能性が指摘できる．

③仮説３：被扶養者比率

「被扶養者比率」の係数は有意にマイナスであった．よっ

て，家族員数に占める被扶養者の比率が高い世帯に属す

る者ほど，概して食料充足度は低いといえる（仮説３の

成立）．

④仮説４：ソーシャル・キャピタルの水準

ソーシャル・キャピタルの代理変数である「ネットワー

クダミー」と「相互扶助の水準」の係数はともに有意に

プラスであった．よって，社会的ネットワークを有する

者あるいは他者支援に積極的な者ほど，概して食料充足

度は高いと考察できる（仮説４の成立）．

⑤仮説５：RASKINプログラム

「RASKINダミー」の係数はマイナスに有意であった．

このことから，同プログラムの対象でありながら米価補

助制度を利用できなかった世帯の人は，食料充足度が統

計学的に有意に低くなるといえる（仮説５の成立）．既述

したように，同プログラムは貧困層を中心に広く普及し

ているものの，制度面・運用面で様々な問題を抱えてい

ることが指摘されている（BULOG ２０１０；Wiendiyati

２０１０）．今回得られた分析結果からも，RASKINプログラ

ムには改善の余地があることが示唆された。

⑥仮説６：地域間格差

「居住地域ダミー」の係数はすべて有意にプラスである

ことから，すべての地域において基準としたスラウェシ

島よりも食料充足度は高いといえる（仮説６の成立）．ま

た係数を比較すると，小スンダ列島（バリ島を含む）・ジャ

カルタ＞ボルネオ島（南カリマンタン州のみ）＞ジャワ島

（ジャカルタを除く）・スマトラ島＞スラウェシ島の順で

あり，とくに世界的な観光地であるバリ島を有する小ス

ンダ列島と首都ジャカルタに居住する者ほど食料充足度

は高い．ついで食料充足度が高い南カリマンタン州につ

いては，２００７年におけるGDPは３３州中１８番目であるが，

貧困率はジャカルタに次いで国内で２番目に低く，さら

に所得格差（貧富の差）も他地域と比して小さいことか

ら，同州の住民は相対的剥奪感を覚えにくく，主観的な

観点から計測した食料充足度も高いと推察される．

５．おわりに

本稿では，RANDが２００７年から２００８年にかけて実施

した IFLS４の個票データを用いて個人レベルの食料充足

表２ 順序ロジットモデルの計測結果

係数 Z値

＜個人の属性＞

年齢（歳） －０．００４ －３．５０２＊＊

性別ダミー（女性＝１） ０．０９６ ２．９０４＊＊

教育水準ダミー

小学校（基準）

中学校 ０．２４６ ５．２３４＊＊

高校 ０．６９６ １６．７６６＊＊

大学 １．１９４ ２１．３５３＊＊

階層帰属意識の変化 ０．２１８ １０．４６１＊＊

ソーシャルキャピタル

相互扶助の水準 ０．２４９ ６．１２２＊＊

ネットワークダミー ０．２３６ ６．０８４＊＊

＜世帯の属性＞

被扶養者比率（％） －０．００７ －８．８３３＊＊

動産・不動産資産

金融資産ダミー ０．６２５ １６．７３４＊＊

不動産ダミー ０．３６０ ８．９３２＊＊

RASKINダミー －０．３３３ －４．５０３＊＊

＜居住地域ダミー＞

スラウェシ島（基準）

スマトラ島 ０．１９４ ２．４３９＊

ジャワ島 ０．２２５ ３．０１１＊＊

（ジャカルタを除く）

ジャカルタ ０．８４５ ８．９４５＊＊

小スンダ列島 ０．９９１ １１．５８７＊＊

（バリ島を含む）

ボルネオ島 ０．５０６ ５．０１７＊＊

閾値１ －０．４１９ －２．６６９＊＊

閾値２ ３．６３２ ２２．６５７＊＊

対数尤度 －１４８８３．３７３

Wald x２（自由度＝１７） ２０７９．０９０

標本数 ２０５０５

注）＊＊，＊は各々１％，５％水準で有意であることを示す．
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度を規定する要因を考察した．順序ロジットモデルを適

用して分析した結果，個人レベルの食料充足度が高いの

は，若年者，女性，高学歴者，被扶養者比率が低い世帯

に属する者，階層帰属意識が向上した者，社会的ネット

ワークを有する者，相互扶助（他者支援）に積極的な者，

動産・不動産資産を有する者であった．また，RASKIN

プログラムの利用資格がありながらも利用できなかった

世帯に属する者は，食料充足度が低いことが判明した．

加えて，地域差について検討した結果，バリ島を含む小

スンダ列島やジャカルタに居住する者は他地域と比べて

とくに食料充足度が高いことが明らかとなった．

それでは，本稿の分析結果を踏まえると，どのような

政策提言が可能であろうか．まず，分配方法や購入場所

も含めた RASKINプログラムの見直しが検討されるべき

であろう．また，教育水準の向上や土地や家屋などの不

動産資産を増やすことを短期間で政策的に実現すること

は極めて困難である．それゆえに，金融資産の保有およ

びソーシャル・キャピタルがプラスの影響を及ぼすとい

う分析結果を勘案すると，個人レベルでの食料充足度を

高めるうえで，例えばアリサンを活用した小口金融プロ

グラムに対する積極的支援が効果的かもしれない．

注

１）１９７４年の世界食糧会議（World Food Summit）を契機

に注目されるようになった概念である．例えば FAO

（２００２）では，フードセキュリティは「a situation that

exists when all people, at all times, have physical, so-

cial and economic access to sufficient, safe and nutri-

tious food that meets their dietary needs and food pref-

erences for an active and healthy life」と定義されてい

る．本稿でも，この意味でフードセキュリティという

用語を使用する．

２）加治佐・青木（２００２）も指摘しているとおり，コンセ

ンサスの得られたソーシャル・キャピタルの代理変数

はないが，管見の限りでは「信用」「ネットワーク」

「相互扶助」などに関連した変数が用いられている．本

稿では，質問項目の制約も考慮した結果，先行研究で

多用されている「ネットワーク」と「相互扶助」の概

念を用いてソーシャル・キャピタルの水準を計測し

た．

３）各独立変数の分散拡大要因（VIF, Variance Inflation

Factor）を求めたところ，最大値は５．７３，平均値は

１．７９であったことから，独立変数間に深刻な多重共線

性はないと判断できる．

４）参考までに，１カ月１人当たりの家計支出額と食料支

出額の平均を示すと，それぞれ６２３，８４２ルピアと

３２７，２８６ルピアであった．
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